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議案第４４号  

羽生市公共下水道条例の一部を改正する条例  

 羽生市公共下水道条例（昭和５８年条例第５号）の一部を次のよう

に改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するとき

は、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３）  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改 正 後  改 正 前  

（用語の定義）  （用語の定義）  

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。  

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。  

（１）～（１８） （略）  （１）～（１８） （略）  

（１９） 使用月 下水道使用料徴

収の便宜上区分されたおおむね２

か月の期間をいい、その始期及び

終期は、規則で定める。  

（１９） 使用月 下水道使用料徴

収の便宜上区分されたおおむね２

月の期間をいい、その始期及び終

期は規則で定める。  

（排水設備の接続方法及び内径等）  （排水設備の接続方法及び内径等）  

第３条 排水設備の新設、増設又は改

築（以下「新設等」という。）を行

うときは、次に定めるところによら

なければならない。  

第３条 排水設備の新設、増設又は改

築（以下「新設等」という。）を行

うときは、次に定めるところによら

なければならない。  

（１） 市の公共下水道に下水を流

入 さ せ る た め に 設 け る 排 水 設 備

は、公共下水道の取付管その他の

排水施設（法第１１条第１項の規

定により又は同項の規定に該当し

ない場合に所有者の承諾を得て、

他人の排水設備により下水を排除

する場合における他人の排水設備

を含む。以下この条及び次条にお

（１） 市の公共下水道に下水を流

入 さ せ る た め に 設 け る 排 水 設 備

は、公共下水道の取付管、その他

の排水施設（法第１１条第１項の

規定により又は同項の規定に該当

し な い 場 合 に 所 有 者 の 承 諾 を 得

て、他人の排水設備により下水を

排除する場合における他人の排水

設備を含む。以下この条及び次条
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いて「取付管等」という。）に固

着させること。  

において「取付管等」という。）

に固着させること。  

（２）～（５） （略）  （２）～（５） （略）  

（工事指定店の指定の申請）  （工事指定店の指定の申請）  

第６条の２ （略）  第６条の２ （略）  

２ 次条第１項の指定を受けようとす

る者は、規則で定める申請書に次に

掲げる事項を記載して市長に提出し

なければならない。  

２ 次条第１項の指定を受けようとす

る者は、羽生市排水設備工事指定店

規則（平成１３年規則第２４号。以

下「工事指定店規則」という。）で

定める申請書に次に掲げる事項を記

載して市長に提出しなければならな

い。  

（１）・（２） （略）  （１）・（２） （略）  

３ 前項の申請書には、次に掲げる書

類を添えなければならない。  

３ 前項の申請書には次に掲げる書類

を添えなければならない。  

（１）～（６） （略）  （１）～（６） （略）  

４ 次条第３項の指定の更新の申請に

関し必要な事項は、規則で定める。  

４ 次条第３項の指定の更新の申請に

関し、必要な事項は工事指定店規則

で定める。  

（責任技術者）  （責任技術者）  

第６条の４ （略）  第６条の４ （略）  

２ （略）  ２ （略）  

３ 責任技術者は、他の工事指定店の

責任 技術 者を 兼ね るこ とが でき な

い。  

３ 責任技術者は他の工事指定店の責

任技術者を兼ねることができない。  

（責任技術者の登録の申請）  （責任技術者の登録の申請）  

第６条の６ （略）  第６条の６ （略）  

２ 前条第３項の登録の更新の申請に

関し必要な事項は、規則で定める。  

２ 前条第３項の登録の更新の申請に

関し、必要な事項は工事指定店規則

で定める。  

（責任技術者証）  （責任技術者証）  

第６条の８ （略）  第６条の８ （略）  

２・３ （略）  ２・３ （略）  

４ 前３項に規定するもののほか、責

任技術者証の書換え交付又は再交付

に関 し必 要な 事項 は、 規則 で定 め

る。  

４ 前３項に規定するもののほか、責

任技術者証の書換え交付、再交付に

関し必要な事項は、工事指定店規則

で定める。  

（責任技術者変更の届出等）  （責任技術者変更の届出等）  

第６条の９ 責任技術者は、住所、氏 第６条の９ 責任技術者は住所又は氏
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名その他規則で定める事項に変更が

あったとき又は責任技術者としての

職務を休止し、若しくは廃止したと

きは、規則で定めるところにより、

その旨を市長に届け出なければなら

ない。  

名その他工事指定店規則で定める事

項に変更があったとき、又は責任技

術者としての職務を休止又は廃止し

たときは工事指定店規則に定めると

ころにより、その旨を市長に届け出

なければならない。  

（工事指定店指定証）  （工事指定店指定証）  

第６条の１０ 市長は、工事指定店と

して指定を行った排水設備工事の事

業を行う者に対し、規則で定める排

水設備工事指定店指定証（以下「工

事指定店証」という。）を交付す

る。  

第６条の１０ 市長は、工事指定店と

して指定を行った排水設備工事の事

業を行う者に対し、工事指定店規則

に定める排水設備工事指定店指定証

（以下「工事指定店証」という。）

を交付する。  

２・３ （略）  ２・３ （略）  

４ 前３項に規定するもののほか、工

事指定店証の再交付に関し必要な事

項は、規則で定める。  

４ 前３項に規定するもののほか、工

事指定店証の再交付に関し必要な事

項は、工事指定店規則で定める。  

（工事指定店変更の届出等）  （工事指定店変更の届出等）  

第６条の１２ 工事指定店は、営業所

の名称若しくは所在地その他規則で

定める事項に変更があったとき又は

排水設備の新設等の工事の事業を廃

止し、休止し、若しくは再開したと

きは、規則で定めるところにより、

その旨を市長に届け出なければなら

ない。  

第６条の１２ 工事指定店は、営業所

の名称及び所在地その他工事指定店

規則で定める事項に変更があったと

き、又は排水設備の新設等の工事の

事業を廃止し、休止し、若しくは再

開したときは、工事指定店規則で定

めるところにより、その旨を市長に

届け出なければならない。  

（使用開始等の届出）  （使用開始等の届出）  

第１２条 使用者が公共下水道の使用

を開 始し 、休 止し 、若 しく は廃 止

し、若しくは現に休止しているその

使用を再開しようとするとき又は使

用者に変更があったときは、当該使

用者 は、 規則 で定 める とこ ろに よ

り、遅滞なく、その旨を市長に届け

出なければならない。  

第１２条 使用者が公共下水道の使用

を開 始し 、休 止し 、若 しく は廃 止

し、又は現に休止しているその使用

を再開しようとするとき、並びに使

用者に変更があった時は、当該使用

者は、規則で定めるところにより、

遅滞なく、その旨を市長に届け出な

ければならない。  

（使用料の徴収）  （使用料の徴収）  

第１４条 （略）  第１４条 （略）  

２ 前項の使用料は、隔月に納入通知

書により徴収する。ただし、市長が

必要があると認めたときは、この限

２ 前項の使用料は、隔月に納入通知

書により徴収する。ただし、市長が

必要があると認めたときはこの限り
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りでない。  でない。  

３ （略）  ３ （略）  

（使用料の算定方法）  （使用料の算定方法）  

第１５条 使用料の額は、使用月にお

いて使用者が排除した汚水の量に応

じ、別表３の区分による基本使用料

と超 過使 用料 の合 計額 に 消 費税 法

（昭和６３年法律第１０８号）の規

定により算出された消費税の額及び

地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）の規定により算出された地方消

費税の額を合算した額とする。この

場合において、１０円未満の端数を

生じたときは、その端数を切り捨て

るものとする。  

第１５条 使用料の額は、使用月にお

いて使用者が排除した汚水の量に応

じ、別表３の区分による基本使用料

と超過使用料の合計額に１００分の

１０８を乗じて得た額とする。この

場合において、１０円未満の端数を

生じたときは、その端数金額を切り

捨てる。  

２ （略）  ２ （略）  

３ 使用月の中途において、使用者が

公共 下水 道の 使用 を 開 始し 、休 止

し、又は廃止したときの使用料の算

定は、次に定めるところによる。  

３ 使用月の中途において、使用者が

公共下水道の使用を開始・休止、若

しくは廃止したときの使用料の算定

は、 次の 各号 の 定 める とこ ろに よ

る。  

（１） 使用日数が１か月以下の場

合は、１か月分として計算する。

た だ し 、 使 用 日 数 が １ ６ 日 未 満

で、かつ、汚水量が基本水量の４

分の１以下の場合は、基本使用料

の４分の１とする。  

（１） 使用日数が１月以下の場合

は、１月分として計算する。ただ

し、使用日数が１６日未満で、か

つ汚水量が基本水量の４分の１以

下の場合は、基本使用料の４分の

１とする。  

（２） 使用日数が１か月を超え２

か月以下の場合は、２か月分とし

て計算する。ただし、使用日数が

１か月を超え１か月と１６日未満

で、かつ、汚水量が基本水量の４

分の３以下の場合は、基本使用料

の４分の３とする。  

（２） 使用日数が１月を超え２月

以下の場合は、２月分として計算

する。ただし、使用日数が１月を

超え１月と１６日未満で、かつ汚

水量が基本水量の４分の３以下の

場合は、基本使用料の４分の３と

する。  

（行為の許可）  （行為の許可）  

第１８条 法第２４条第１項の許可を

受けようとする者は、申請書に次に

掲げる図面を添付して市長に提出し

なければならない。許可を受けた事

項の変更をしようとするときも、同

第１８条 法第２４条第１項の許可を

受けようとする者は、申請書に次の

各号に掲げる図面を添付して市長に

提出しなければならない。許可を受

けた事項の変更をしようとするとき
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様とする。  も同様とする。  

（１）・（２） （略）  （１）・（２） （略）  

２ 前項の申請書の様式は、規則で定

める。  

２ 前項の申請書の様式は規則で定め

る。  

（占用）  （占用）  

第２０条 （略）  第２０条 （略）  

２ 市は、前項の占用の許可を受けた

者から、羽生市道路占用料徴収条例

（昭和３２年条例第１号）を準用す

る占用料を徴収する。ただし、次に

掲げる占用物件については、この限

りでない。  

２ 市は、前項の占用の許可を受けた

者から、羽生市道路占用料徴収条例

（昭和３２年条例第１号）を準用す

る占用料を徴収する。ただし、次の

各号に掲げる占用物件についてはこ

の限りでない。  

（１）～（４） （略）  （１）～（４） （略）  

３ 占用の期間は、１年以内とする。  ３ 占用の期間は１年以内とする。  

（委任）  （規則への委任）  

第２４条 この条例に定めるもののほ

か、この条例の施行に関し必要な事

項は、規則で定める。  

第２４条 この条例で定めるもののほ

か、この条例の施行に関し必要な事

項は規則で定める。  

別表３（第１５条関係）  別表３（第１５条関係）  

基本使用料（２

か月につき）  

超過使用料（２

か月につき）  

用途  汚水

排除

量  

料金  汚水排

除量  

料 金

（ １ 立

方 メ ー

ト ル 当

たり）  

一 般

汚 水

・ 公

衆 浴

場 汚

水  

（略） （略） （略）  （略）  

 

基本使用料（２

か月につき）  

超過使用料  

用途  汚水

排除

量  

料金  汚水排

除量  

料 金

（ １ 立

方 メ ー

ト ル 当

たり）  

一 般

汚 水

・ 公

衆 浴

場 汚

水  

（略） （略） （略）  （略）  

 

  

附 則  

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。  
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令和元年６月２１日提出  

埼玉県羽生市長 河  田  晃  明    

 


